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平成２２年度 事業評価書（事前）要旨 

 

「職場におけるメンタルヘルス対策の促進」事業

（一部新規） 

平成 2２年８月  

労働基準局安全衛生部労働衛生課（鈴木幸雄課長）［主担当］ 

１．施策体系上の位置づけ 
 基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること 

 施策大目標２ 安全・安心な職場づくりを推進すること 

 施策中目標２－１ 労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して働くことができる職場 

づくりを推進すること 

 施策大目標２ 労働者の健康確保対策の充実を図ること 

 

２．事業の概要 

（１）実施主体 

受託者（企画競争入札により選定の予定） 

（２）概要 

 

○メンタルヘルス対策支援センター事業 

地域における職場のメンタルヘルス対策を支援する中核的な機関として、メンタルヘルス不

調の予防、不調者の早期発見・適切な対応、メンタルヘルス不調により休職した労働者の円滑

な職場復帰に至るまで、事業者が行うメンタルヘルス対策の総合的支援を行う。平成２３年度

は、事業場における職場復帰の体制づくりに対する支援について拡充する予定。 

○メンタルヘルス・ポータルサイト事業 

厚生労働省 HP にメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を設置し、事業者、産業保

健スタッフ、労働者やその家族に対し、職場のメンタルヘルスに関する様々な情報を提供する。 
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３．評価（必要性、有効性、効率性） 

（１）必要性の評価 

以下の考察を行った結果、本事業には必要性が認められる。 

① 行政関与の必要性（民間に任せられないか）：有／無 

職場におけるメンタルヘルス対策の取組状況を見ると、メンタルヘルス対策に取り組んでいる

事業所は３３．６％に留まっている（関連指標２）。また、取り組んでいない事業場においては、

「専門スタッフがいない（約４４％）」、「取り組み方が分からない（約４２％）」などを理由

として取組が進んでおらず、特に中小規模事業場における取組の促進が課題となっている（厚生

労働省大臣官房統計情報部「平成１９年労働者健康状況調査」）。 

メンタルヘルス対策を促進させるためには、専門スタッフの確保や、取組方法の教示が必要で

あるが、中小規模事業場においては、経営基盤が脆弱であること等から、独自の専門家の確保や

外部機関による取組支援を受けることは極めて困難であり、民間企業の自主的な取組による対策

の促進には限界がある。 

このため、特に、中小規模事業場におけるメンタルヘルス対策の促進に関し、専門家の確保や

取組方法の教示について行政が積極的に関与することが必要である。 

 

②国で行う必要性（地方自治体に任せられないか）：有／無 

地方自治体では、個々の地域住民を対象とした健康確保対策を進めている。 

国は、労働安全衛生法に基づき、事業者に対し労働者の健康管理を行う義務を課しており、労

働基準監督署を通じ、事業者に対して職場における体制整備等に関して指導を行っている。 

職場におけるメンタルヘルス対策は、全国の事業場に一律の基準として、メンタルヘルスの取

組計画の作成や、担当者の選任、教育研修の実施、職場環境の改善等、職場内の体制整備を行う

ことにより、労働者の健康確保を進めるものであり、地方自治体が個々の住民を対象に実施する

対策とは根本的に異なるものである。   

また、職場のメンタルヘルス対策を促進するためには、長時間労働の削減や精神障害等による

労災認定等と一体的に実施するとともに、労働基準監督署における指導と組み合わせて行うこと

が必要かつ効果的であり、これらを実施している国が実施すべきものである。 

 

③民営化・外部委託の可否：可／否 

上記理由により、職場におけるメンタルヘルス対策は、国が行っているが、本事業は、職場に

メンタルヘルス対策のうち自主的に取組を行うことが困難な事業場に対し支援を行うものであり、

労務管理・医学的分野の専門家の協力が不可欠であるため、民間に委託している。 
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④他の類似事業との整理 

１）民間に類似の取組はないか 

なし 

 

２）地方自治体に類似の取組はないか 

なし 

 

３）他省庁に類似の取組はないか 

なし 

 

（２）有効性の評価 

（政策効果が発現する仕組み） 

１ メンタルヘルス対策支援センターによる訪問支援等の充実 

２ メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による情報提供 

→メンタルヘルス対策に取り組む事業場増加 

→労働者の健康障害の防止 

（検証） 

１ メンタルヘルス対策支援センター事業 

上記の仕組みが機能するためには、メンタルヘルス対策に取り組んでいない事業場に対し

効果的に支援を行う必要がある。このため、本事業により「専門スタッフがいない」、「取

り組み方が分からない」等の理由により取組が十分に進んでいない事業場に対し、個別に訪

問し、社内スタッフや社員への教育・研修方法や、社内のメンタルヘルスに関する相談体制

づくりの方法等、具体的な支援を行っている。 

 

２ メンタルヘルス・ポータルサイト事業 

  上記の仕組みが機能するためには、「取り組み方が分からない」等の理由により取組が十分

進んでいない事業場に対し、ニーズにあった情報提供が必要である。このため、本事業により、

メタルヘルス対策の取り組み事例や、専門相談機関の紹介等の情報提供を行っている。 

 

事業場への個別訪問支援の実施や、ポータルサイトを通じた情報提供により、職場のメンタル

ヘルス対策の促進が図られると考えられるが、各事業場において専門スタッフが確保され、自立

的な取組が行われるには、一定程度の期間がかかると考えられる。 
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なお、「新成長戦略」において、２０２０年までの目標として「メンタルヘルスに関する措置

を受けられる職場の割合１００％」としている。 

 

（３）効率性の評価 

１ メンタルヘルス対策支援センター事業 

労働基準監督署による指導を行った事業場など、さらに取組への支援が必要な事業場をメン

タルヘルス対策支援センターの支援につなげるなど、指導と支援を組み合わせて実施し効率性

を高めている。 

 

２ メンタルヘルス・ポータルサイト事業 

  メンタルヘルス対策に取り組もうとする事業場に対し、ニーズにあった情報提供を行うため、

利用者に対するアンケート及び利用者からの意見に基づき、ニーズを把握し、適宜ホームペー

ジの内容見直しを行い、効率性を高めている。 

 

４．評価の反映 
メンタルヘルス不調の予防、不調者の早期発見、適切な対応、休職者の円滑な職場復帰等、メン

タルヘルス対策の充実・強化を図るため、平成 23 年度予算概算要求において、メンタルヘルス対

策支援センターの予算増額を要求することとする。（概算要求額：６６１百万円） 

 

５．事後の検証 

（指標） 

本事業が期待した効果を発揮したかどうかについては、下記の指標を定め測定することとする。

また、下記に示す達成時期を待たず、必要があればその都度改善を講ずるものとする。また、効果

の分析には下記の参考統計も参照するものとする。 

 

 ○アウトカム指標 

指標名 目標値（達成水準／

達成時期） 

事業と指標の関連 

メンタルヘルスケアに取り組んで

いる事業場の割合 

50％／Ｈ24 年 

100%／Ｈ32 年 
あり 

（調査名・資料出所、備考等） 

 厚生労働省大臣官房統計情報部「労働者健康状況調査」 
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 ○アウトプット指標 

指標名 目標値（達成水準／達

成時期） 

事業と指標の関連 

メンタルヘルス対策に関する

事業場の体制づくりに関する

支援件数 

20,000 件／H 23 年度 あり 

事業者等からのメンタルヘル

ス・ポータルサイトに対するア

クセス数 

100,000回／H 23年度 あり 

（調査名・資料出所、備考等） 

 厚生労働省労働基準局安全衛生部調べによる。 

 

（評価計画） 

本事業の長期的な効果を測定するために、厚生労働省が実施する「労働者健康状況調査」を活用

し、アウトカム指標から事業の効果を検証することとする。 

 

 


